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要旨
背景：わが国では社会人口学的死亡率に関する統計データが存在しなかった。そこで、既存の個票データをリンケージさせることは費用対効果が高く、これにより喫緊の健康格差を持続的にモニタリングすることが可能となる。本研究では独自のデータリンケージ方法を用い、施設に入所していない日本人を対象として全死因死亡率と新型コロナウイルス感染症（COVID-19）死亡率を社会人口学的属性ごとに分析した。
方法：日本の2020年国勢調査と人口動態統計死亡票をデータリンケージした死亡データベースを用いて、地域、婚姻状況、世帯規模（「一人暮らし」から「5人以上」まで）、教育歴、地理的剥奪指標（ADI：市区町村レベルの人口5分位）および職業階層別に全死因およびCOVID-19による年齢調整死亡率を算出した。さらに、多変量修正ポアソン回帰分析を適用し、職業階層を除く社会人口学的属性と全死亡およびCOVID-19死亡との関係をそれぞれ検討した。全ての解析で、性別および期間（2021年のデルタ変異体優位および2022年のオミクロン変異体優位のそれぞれの期間）ごとに分析した。ADI分析では、大都市圏の居住かどうか（東京および大阪の大都市圏と非大都市圏の比較）も考慮した。
結果：この分析には、2020年10月～2022年12月に死亡した1,895,080人の全死因死亡個票がデータリンケージされた80,135,688人の日本人（施設に入所していない30-89歳）が含まれた。このうち、COVID-19死亡数は34,213人であった。社会人口学的属性を調整すると、独身（既婚男性と比較した場合、独身男性の死亡率比：2.02 [95%信頼区間[CI]：1.90～2.14])、および中学卒業者（大学以上卒業者女性と比較した場合、中学卒業者女性の死亡率比：1.49 [95% CI：1.38～1.61]は、高いCOVID-19死亡率と関連しており、全死因死亡と同様の傾向がみられた。また、より世帯規模が大きいほどCOVID-19死亡率比の増加と関連した（一人暮らしの女性と比較した場合、5人以上の世帯の女性の死亡率比：1.69 [95% CI：1.54～1.84]）。このようなパターンは、性別およびそれぞれの期間（2021年と2022年）を通じて一貫していた。COVID-19死亡率はADIとの間に有意な関連性は認められなかった。
考察：わが国において、非施設入所者のCOVID-19死亡率の社会人口統計学的パターンは、婚姻状況および教育歴ではこれまでに報告されている健康格差のパターンをよく反映するものであった。しかし、地域的な点では典型的な健康格差（全死因死亡率パターン）とは異なる特徴が示された。特に、より世帯規模が大きいことは、COVID-19死亡リスクの増加と関連しており、死因別死亡パターンの中ではまれな特徴であるといえる。
